






















































































































































































































































































































































































































































































































































































自然保護 自然の権利を認知できない 棲み分け権利概念の見直し 自然の生存権
３　環境の持続確保問題
地球環境の有限性が明確となる中で，公害問題や自然保護だけでなく，もっと包括的な課題への
取り組みが必要となった。そしてその取り組みのなかから，いくつかの法的な課題や原則が浮かび
上がってきた。
（１）持続可能性
地球環境問題は，気候変動と生物多様性の喪失という二つの問題に集約されているが（33），両者
が共有する目標は，「持続可能性（sustainability）」を確保することである。
持続可能性という概念は開発の意味の問い直しから生まれ，持続可能な開発（sustainable	
development）という文脈のなかで定義された。その端的な表現は，1987年にWCED（World	
Commission	on	Environment	and	Development）がまとめた報告書「Our	Common	Future」（委員
長の名前を冠して「Brundtland	Report」と呼ばれることもある）に示されている。それは次のと
おりである。
“development	that	meets	the	needs	of	 the	present	without	compromising	the	ability	of	 future	
generations	to	meet	their	own	needs”
また，1992年に環境と開発に関する国際連合会議（UNCED）において合意されたリオ宣言（Rio	
Declaration	on	Environment	and	Development）のなかでも，ほぼ同様に，“The	right	to	development	
（33）	国際条約に基づく最高決定機関としてCOP（条約国会議，Conference	of	the	Parties）があるが，地球
環境に関係するCOPとして重視され，注目を浴びているのは，気候変動枠組条約（FCCC	，Framework	
Convention	on	Climate	Change）及び生物多様性条約（CBD	，Convention	on	Biological	Diversity）に基
づくCOPである。
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must	be	 fulfilled	so	as	to	equitably	meet	developmental	and	environmental	needs	of	present	and	
future	generations.（Principle	3）”と述べられている。
この概念が生まれた背景には，環境保全と開発の要請とをめぐる，先進工業国と発展途上国の対
立がある。両者の調整に向けて開発の意味を再定義する努力の結果，世界の貧しい人々にとって不
可欠なニーズは最優先で満たされるべきであるという要請と，現在及び将来の世代のニーズを満た
すことのできる環境能力には限界があるという認識のもとで行動すべきという要請の，両方を満た
すための原則として提示されたのがこの概念である。これを構成する要素は，定義からわかるとお
り，ⅰ）環境能力の限界，ⅱ）世代間の衡平，ⅲ）生活水準の向上による世界の衡平，の三つであ
る。
「持続可能な開発」を展開することによって「持続可能性」を確保できるということであるが，
その具体化においては様々な軋轢が生じる。たとえば，気候変動への対応においては，環境能力に
限界があるため温室効果ガスの排出を抑制しなければならず（ⅰに対応），しかし，発展途上国が
生活水準を向上することは最優先の課題でそれに伴って温室効果ガスの排出は増加し（ⅲに対応），
そして，環境能力を超える行動の結果生じると予想される重大な被害を被るのは現世代ではなく将
来世代である（ⅱに対応）という関係に直面する。このような関係を律するためのルールが必要と
なるのであるが，もともと相互に対立する恐れのある要請（ⅰとⅲが対立しやすいのは明白である
が，ⅱは，ⅰやⅲのなかで対立を生むこととなるかも知れない）に応えることは難しい。しかもそ
のルールは国際的に合意されていないと実効性を欠く恐れがあるが，国際社会には立法機関は存在
しないのである（34）。
このような困難を抱えながらも，持続可能性を確保するためのルールを構築する努力が続けられ
ている。そして，そのような取り組みを通じていくつかの重要な考え方や原則が明確となってきて
いる。
（２）事前警戒原則（又は予防原則）
地球環境の有限性に関係するような問題は，空間的，時間的に幅広い影響，しかも深刻なそれを
及ぼす恐れがあり，その機序や影響関係も複雑である。そして当事者は，その制約のもとで，持続
可能性を確保するべく行動の選択を迫られる。
このような重要な選択問題においてもっとも重要なのは，自らの運命を自らが選択できる権利を
確保することであり，しかも不確実さのなかで判断するにはその特性に即した判断基準を持つこと
が要請される。前者の要請から情報公開と適正手続きが重要となり，後者の要請から事前警戒原則
が提案されている。
（34）	国際的なルールは，主として国家間の条約によって制定される。そして，条約を締結するか否かは各国
家の自由意志に委ねられている。国際社会のルール形成機能を担う，国家の立法機関に類似した組織は存
在しないのである。
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ただ，情報公開と適正手続きの要請は持続可能性の確保に限られた問題ではない。強いて言えば，
環境影響を国境で食い止めることはできず，選択を迫られる問題は国内で発生しているものだけで
はないから，情報公開と適正手続きは地球レベルで，地球市民の権利として確保しなければならな
い。
従って，環境問題のような不確実さのなかで選択を迫られる場合の判断基準として注目すべきは，
事前警戒原則である。
事前警戒原則（35）は，「深刻な，あるいは不可逆的な被害の恐れがある場合に，具体的な被害が発
生しておらず，また，科学的な不確実性がある段階で，予防的な措置を取って影響や被害の発生を
未然に防止すべきである」という考え方で，ドイツを中心に発達してきた。2000年にはEUがその
適用に関するガイドラインを定めるなど，国際的に幅広く承認されている。
ハンス・ヨナス（Hans	Jonas）は，賭けの大きさに，予測する知識の不十分さを加えれば，「幸
いな予言より不吉な予言を優先せよ」という規則に導かれると主張している（『責任という原理　–
科学技術文明のための倫理学の試み–』（2000年，東信堂）序文）。このような倫理に裏打ちされた，
取り返しのつかない被害の恐れがあるときには原則的に行動を認めない，という考え方は，不確実
さのなかで適切な選択・行動を確保するための判断原則として，有効なアプローチである。気候変
動や生物多様性の喪失に対する取り組みも，この原則のうえに展開されていると言ってよい。もっ
とも，その前提としての科学的知見をどこまで受け入れるかについて議論が残ること，安易な原則
の適用は様々な可能性を制限する恐れがあることなどから，実定法に直接に規定することには慎重
な意見もある。
実は，事前警戒原則の萌芽は，環境影響評価手法に現れている。行為が環境に及ぼす影響を予測
し，その結果を評価して行為に反映させるのが環境影響評価手法であり，現在のしくみを発展させ
て，影響予測の段階を早め，評価において影響の不可逆性をより重視し，行為への反映を確実なも
のとすることによって，事前警戒原則を取り入れた制度とすることができると考える。
また，事前警戒原則を具体化するうえで不可欠なのは，リスクを評価する技術である。これは，
不確実さをもつ事象をいかに評価するかという普遍的な問題に取り組み，具体的にリスクを明確化
する技術であるが，医療，化学物質，原子力，災害などの安全管理において重要な役割を担ってい
る。もっとも，これらの危険物を取り扱う場合の安全上のリスクと，環境破壊のような原理的に不
確実さに伴うリスクとを同列に考えてよいかどうかには疑問がある（たとえば対象物の制御可能性
は，化学物質等の場合と環境を制御する場合とでは，質的に異なると考える）。環境問題に即した
（35）	事前警戒原則は，”	precautionary	principle”の翻訳で，一般的には「予防原則」と訳されている。しか
し，法的に確立している「未然防止原則」（preventive	principle）との混同を避けることができ，また，
より原意に忠実であることから，「事前警戒原則」を採用したい。これは，村上陽一郎氏の示唆による。
	 この概念の総合的な考察は，たとえばJulian	Morris	ed.	“Rethinking	Risk	and	the	Precautionary	
Principle”	2000年，Butterworth-Heinemannを参照。
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リスク評価技術の開発・深化が期待される。
いずれにせよ，グローバルにつながった，リスクに満ちた社会のなかで，地球環境問題への対応
のなかから形成された事前警戒原則は，環境問題のみならず幅広い問題に関して，その秩序を律す
る論理とルール形成の基盤を提供していると言ってよい（36）。
（３）環境権（人権として）
持続可能性の確保は，個人がもつ価値が相互に尊重され共存することのできる社会を基盤にして
初めて実現する。なぜならば，持続が求められているのは物理的な地球環境だけでなく，人間の生
活，社会，文化を含めた環境と人間が織りなす生態系だからである。
生態系は一律ではなく，個別の価値，それも未だ実現していない可能性を含めた価値を持ってい
て，個々の生態系が共存し，相互に作用することによって全体のシステムが持続する。自然の権利
を代弁するのも人間であることを考えれば，各生態系と不可分な関係にある，個人の内在的な価値
を承認していく努力を積み重ねなければならない。
ところで，従来から，環境権の確立が主張されている。環境権は，良好な環境のもとで生活を維
持する権利で，法的に保護されるべき基本的人権であり，その内容として，ⅰ）良い環境を享受し，
かつこれを支配する権利（自由権的な権利）と，ⅱ）健康で快適な環境の保全を求める権利（社会
権的な権利）の二つを含むと考えられている（37）。
しかしながら，環境権を根拠とした妨害排除や損害賠償の請求において，判例は，実定法上その
ような権利に関する規定がなく，権利の内容が不明確であるなどとして，環境権を私法上の権利と
しては認めていない（38）。新たな権利を認知しなくても，人格権に基づき不利益等を救済できる場
合が多いことがその理由の一つであるとされている。このように，環境権を不法行為において保護
されるべき私権として主張することについては限界がある。
しかし，環境権の別の側面として見逃せないのは，個人の内在的な価値の承認を保障する権利と
しての性格である。実際，環境権を，環境の享受に影響を及ぼす行為等について私人が関与するこ
とを保障する権利（手続き的権利）であるとする考え方もある（39）。また，人間環境宣言（国連人
（36）	リスクに満ちた社会のなかで，様々なリスクに対してどのような行動がとられたかの事例集として，欧
州環境庁編『レイト・レッスンズ	—14の事例から学ぶ予防原則』（2005年，七つ森書館，原著は2001年刊
行）がある。同書は，漁業資源の枯渇，放射線影響，アスベスト問題，オゾンホール，狂牛病など幅広い
問題に対する予防行動の実態を紹介し，そこから12の教訓を導きだしている。さらに同書は，「大きな声
の（事前ではなく）後からの警告」までも長い間無視されたことが多いのはなぜか，という問いを提起し，
信頼ある情報が手に入るかどうかよりも，損失と利益の摩擦に直面して意思決定困難に陥ることより重要
な要素ではないかと記している。事前警戒原則を具体化するうえで見逃せない視点であろう。
（37）	大阪弁護士会環境権研究会編『環境権』（1973年，日本評論社）を参照。
（38）	伊達火力発電所事件判決（札幌地裁昭55・10・14），大阪国際空港訴訟判決（第一審，大阪地裁昭49・
２・27）など。
（39）	たとえば，畠山武道（2003）「環境権，環境と情報・参加」（『法学教室』269号）
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間環境会議，1972年ストックホルム）は，その第１原則で「人は，尊厳と福祉を保つに足る環境で，
自由，平等及び十分な生活水準を享受する基本的権利を有するとともに，現在及び将来の世代のた
め環境を保護し改善する厳粛な責任を負う」としているが，まさに，個人がそれぞれ固有の価値を
享受する基盤として「尊厳と福祉を保つに足る環境」が不可欠であるとして，それを確保すること
を権利・義務として認知したのである。（「現在及び将来の世代のため」の義務であるとしているこ
とにも注目。これは，後述する世代継承責任を示すのであるが，同時に，環境権は時間的な広がり
のもとで尊重されるべき権利であることを示唆している。）
このように，個人の内在的な価値の承認においては，自由や平等とともに環境の享受を保障する
ことが重要であるが，環境権は，それを保障するための秩序原則としての役割を果たすことができ
る。
たとえば，先住民族の聖地，文化的に受け継がれてきた生活様式，地域共同体が共有する自然生
態系（水や緑）などの価値を享受することは環境権であって，人権として尊重されなければならず，
財産権を制約するうえでの有力な根拠足り得る。また，環境権の尊重は，地球生態系の存続を最優
先するという倫理原則（地球全体主義，２（４）を参照）を成り立たせるための重要な要素である
のだから，地球全体主義が全体目標のために部分が受忍するという単純な図式に陥ることを防ぐこ
とができる。社会が安定する条件の一つは「異なる価値の共存」であるとされるが，環境権はまさ
に，異なる価値を認め，相互に尊重するという秩序を形成するための基盤となるはずだ。
環境権のもう一つ重要な役割は，地域共同体による自己選択の保障である。地域社会は，それぞ
れの生態系に適合した可能性と価値を持っている。そして，その可能性や価値をどのように活かす
かの選択はそれぞれの地域共同体に委ねられなければならない。
地域共同体の自己選択を支持する考え方として，「内発的発展論」がある。内発的発展とは，「そ
れぞれの地域の生態系に適合し，地域の住民の生活の基本的必要と地域の文化の伝統に根ざして，
地域の住民の協力によって，発展の方向と筋道をつくりだしていくという創造的な事業」（鶴見和
子）（40）であるとされるが，環境権は，そのような地域社会の自律的な運営を法的に保障する拠り
（40）	鶴見和子『内発的発展論の展開』（1996年，筑摩書房）による。同書は，内発的発展の特徴は，ⅰ）発
展の単位は，エコロジーを共有し，共通な社会的つながりを持つ地域，ⅱ）固有の生態系に適合し，歴史
的条件に従い，文化の伝統に根ざして発展，ⅲ）地域の人々の生活の基本的必要を充足すべく，人々の協
力ものとで活動，ⅳ）発展の方向と筋道を独自につくりだしていくという創造的な事業で発展のプロセス
は多様，ということだとしている。その意味で，内発的発展論は，近代化のパラダイムに対する異議申立
てでもある。鶴見に従って両者を対比すれば，次のようになる。
近代化のパラダイム 内発的発展論
単系発展モデル 複数モデル
国家・全体社会を単位に考える 具体的な地域という小さい単位の場
経済成長を指標にする 人間の成長を最終目標とする
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所となるのである。グローバリゼイションの浸透や国民国家の優越のなかで，地域社会は，自己選
択の余地を狭められてきている。その潮流に対抗して地域社会が個々の内在的な価値を維持するこ
とは容易ではないが，生態系に根ざして環境権を確立する努力は，同時に，地域社会がアイデンテ
ィティを明確にし，相互に尊重し合う連携関係を育むであろう。
考えてみれば，環境権を人権として認知することの本質的な意味は，様々な内在的な価値の承認
を保障することにあるのであって，不法行為を追求するための私権（手段）としての役割はその一
つの現れに過ぎない。
環境権は，持続可能性とこのような文脈のもとで結びつき，その確保のための秩序を律する原則
の一つとなるのである。
（４）世代継承責任
持続可能性の大きな特徴は，通時的な性格にある。世代間の衡平という要請は，その端的な現れ
であるが，そのために有効な原則として主張されているのが「世代継承責任」である。
世代継承責任は，現在の世代が，将来の世代に対して，その選択の幅を狭めること無く環境を継
承する責任をいう。たとえば，人間環境宣言の第１原則に含まれる文言「現在及び将来の世代のた
め環境を保護し改善する厳粛な責任を負う」は，このことを意味している。なぜこのような責任原
則が要請されるかと言えば，現在の世代は環境を大きく変える力を持ったため，自然の秩序に対す
る永久的な損害や，将来世代の生存条件を強く左右する影響を及ぼす恐れがあるからである。
しかしこの責任は，現在の責任概念とは質的な違いがある。現在の責任は，共時的に，関係の直
接性のもとに，相互に負うものである。だからこそ，権利義務関係のもとで律することができる。
ところが，世代継承責任は，このいずれの性質も帯びていない。通時的であり，未だ存在しないも
のとの関係であり，一方的な関係である。
哲学者ハンス・ヨナス（Hans	Jonas，1903-1993）は，科学技術文明が要請する新たな倫理を厳
しく考察するなかで，その基礎的な問題として「未来倫理」を提示した（41）。そしてそのなかで彼は，
我々は未来に対する義務を負っていて，それは，ⅰ）相互性は要請されず，原理的な責任と義務と
して自発的に承認する，ⅱ）子孫に対する義務と同様に，将来の人類について「生存に対する義
務」と「あり方に対する義務」を負うことである，ⅲ）この義務は，存在の理念に基づく無条件の
命令（定言命法）である，という特徴・性質を持つとする。世代継承責任は，このヨナスの言う
「未来に対する義務」と同型であり，軌を一つにする。
だが，これを具体化することは大きな挑戦となる。人間は結局のところ現在的な存在で，「い
ま」の必要を最優先する傾向が強い。しかも将来は不確実さに満ちている。さらには，相互性の無
（41）	ハンス・ヨナス『責任という原理─科学技術文明のための倫理学の試み─』（2000年，東信社，原著は
1979年出版）による。同書は，環境問題を考えるための必読文献のひとつである。（読みやすくはないが，
深く読む価値がある。）
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い負担に対して抵抗する心性は歴史的に築き上げられたもので，その転換もまた歴史的な挑戦とな
らざるを得ない。倫理的な基盤づくりから始めなければならないのである。
従って，世代継承責任を全うするためのしくみは，いまのところ未知のままである。ただ，それ
につながって行くであろうと思われる試みがいくつかある。
ア）技術による選択可能性の拡充
第一に，循環型社会の形成のような技術的な挑戦とそれによる選択可能性の拡充である。資源を
循環させて廃棄物を削減する，自然エネルギーの利用によって化石燃料依存を減らし環境負荷を抑
制する，排出したCO2量を吸収するに足る森林を育成するなどの政策は，いずれもいまある資源や
環境容量を将来世代に残すことにつながる。あるいは，経済活動の持続可能性を評価するために，
総資本（自然資本＋人工資本）の減価を補うだけの純貯蓄があるかどうかを算定・評価するとか（42），
諸活動に伴う環境負荷量を直接に算出して現実の環境容量と比較するとか（43）の試みがなされてい
るが，これらも，活動評価のなかに現在の資本・環境容量を減価せずに将来に継承するという視点
を取り入れることにつながるであろう。
しかし，循環社会の形成努力は，資源循環のためのエネルギー消費，自然エネルギーの真のエネ
ルギー効率，CO2森林吸収の実態などに照らすと，技術的な限界は明らかで，しかも人工的な循環
システムに支えられた環境は，それ自体継承するに価するものであるかどうか疑問である。あるい
は，持続可能性を評価する試みは，評価結果を行動に反映する道筋が不明であるばかりか，持続可
能性という多面的で複雑な価値を単純化する誤りを犯す恐れもある。
また，世代継承責任を，資源循環等のように技術的に解決しようという挑戦は，一種の賭けであ
るが，次世代を賭けの対象にしてはならない。技術は，対応の可能性を広げるという域に留まるべ
きである。
イ）事前警戒原則の導入
第二に，事前警戒原則の導入である。これについては既に述べたとおりである（（２）参照）。リ
スクは将来に向けて発生するのだから，事前警戒原則と世代継承責任との親和性は高い。
（42）	算出された貯蓄を真正貯蓄（genuine	saving，adjusted	net	saving）といい，これが正であれば総資本は
持続可能である（弱持続性，ハートウイックル・ルールを満たす）とされる。
	 この試みの理論的な背景は，資源制約のもとでの最適経済成長経路を見いだす研究の結果，自然資源か
らの収益の全てを人工資本に投資することで，各時点における効用が通時的に一定という意味での世代間
衡平性を満たし，かつ最大の効用が得られることが証明されたことにある。この証明に適合する状態が弱
持続可能性，証明に即した投資原則がハートウイックル・ルールである。
（43）	このために開発された指標がエコロジカル・フットプリント（ecological	footprint）で，資源需要を満
たし，廃棄物を吸収同化するために必要な生態学的に必要な一人当たり土地面積で示される。ちなみに，
2007年現在のエコロジカル・フットプリントは，生物生産力（biological	capacity，資源の再生産やCO2の
吸収をする能力のある現実の土地面積）の約1.5倍である。
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しかし，前述したように，そもそも事前警戒原則の具体的な導入は遅れているし，事前警戒原則
によってリスクを回避することができるとしても，それは不可逆的な破滅を防ぐという水準での対
応に留まる。環境影響評価制度の課題として，評価の対象とする影響の範囲を，社会的・文化的影
響，生態系への影響，アメニティへの影響などに拡大すること，評価手法に関して，科学的客観性，
評価の基準，代替案の的確性，対策の妥当性，地域特性の反映などの水準を質的に高めることが必
要であると考えるが，事前警戒原則を導入した場合にも同様の課題に取り組まなければならない。
そもそも地球生態系は複雑で多面的な可能性を秘めるシステムであり，そのシステムを全体として
継承していくには，破滅を回避するだけでは十分ではないのである。
ウ）原因者負担原則の拡充
第三に，原因者負担原則の拡充である。原因者負担原則についても既に述べたところだが（１
（４）（ⅱ）参照），その大幅な拡充によって，世代継承に関する責任の負担を求めることができる
のではないかと考える。その手がかりは，拡大生産者責任（Extended	Producer	Responsibility:	
EPR）にある。
拡大生産者責任は，「製品に対する生産者の責任を，製品のライフサイクルにおける消費後の段
階まで拡大するという政策的アプローチ」（OECDガイダンスマニュアル）であり，製造品のリサ
イクル責任をその生産者に課すことなどを求める考え方である。そして，その導入に当たっては，
製品のライフサイクル全体がもたらす汚染を最小化するには，環境適合的な製品の製造能力・情報
を持つ者が責任を負うのが合理的，効率的であるという考え方が採用された。法的な見地から負担
を求めるのではないが，手段合理性に基づく措置である。
この考え方は，世代継承責任に拡大して適用することができる。将来世代への継承責任を負うの
はすべての現代世代であるが，具体的な行動は，環境影響行動を制御する能力のある者が引き受け
るのが合理的である。また，そのような能力を持つ者は大きな環境影響を与える者であることが多
いから，原因者負担原則とも整合する。
たとえば，バルディーズ原則（1989年，環境保護団体CERESが制定，1992年４月に修正され名
称もセリーズ（CERES）原則と改称されている）は，企業は環境に影響を及ぼす立場にあり，現
在及び未来の環境に重大な責任を負っているという自覚のもとで行動を律しなければならないとし
て，10か条の原則を定めている（44）。この原則が提案されたのは，アラスカ湾沖でエクソン社タン
カー「バルディーズ号」（Exxon	Valdez）が座礁し，原油が流出する事故が起きたのがきっかけで
ある（1989年３月，原油流出量は4,200万リットル，海鳥10万羽，海洋動物100万頭が死亡したと
（44）	10か条の原則は，地球環境法研究会「地球環境条約集─第４版─」（中央法規出版，2003年）に収録さ
れている。10か条の見出しのみを列挙すれば，生物圏の保護，自然資源の持続可能な活用，廃棄物の削
減と処分，エネルギーの保全，リスクの低減，安全な商品とサービス，環境の復元，一般大衆への情報提
供，経営陣の参加，評価と年次監査，である。
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される）。そして，この原則（改正前）の冒頭には，企業は環境問題についての主要な責任者であ
ると宣言し，「利潤追求は，それが地球の健康状態と保全を損なわない限度において行わるべき」
「企業は，次世代が生存に必要なものを手に入れる権利を侵害するようなことは，決してしてはな
らない」という記述が添えられている。
この原則は，二つの点で原因者負担原則を拡充したものとなっている。まず，定められた法令を
遵守すべし，というアプローチを採用していないことだ。政府が定めた規制に従うのではなく，企
業自らが目標を定めて取り組むことを求めている。（原則には，「自発的に法律の要件を超えて進む
ことを誓約する」ということわり書きが添えられている。）さらにいえば，社会的な基準やルール
はそのような取り組みから形成されるのであって，逆ではない。企業に対する期待が込められた原
則であると考える。
もう一つは，原則のなかに，情報提供，経営陣の参加，評価と年次監査の三つの要請を取り入れ
（ウエイトとして10分の３），企業行動についての責任を明確にするしくみを大変に重視している
ことである。企業が存続するためには，投資家や市民（消費者でもある）に対して，どのように環
境責任を果たしているかを知らせなければならならず，環境責任のような必ずしも利益に直結しな
い事柄については，より一層の留意が必要であると認識されている。環境会計（45）もそのような要
請に応えるための手法であると考えてよい。
このように，原因者負担原則の拡充は，世代継承責任を実効あるものとするうえで，有効で現実
的なアプローチとなるであろう。
しかしながら，このような行動原則を確立するための取り組みは，大事故の後には真剣になされ
るが，時間とともに緊張感が薄れ，標準化，形式化が進むことが多い。たとえば，企業行動につい
てはISOによる規格化が顕著で，ISO	14000シリーズ（環境マネジメントシステムに関する国際規
格）もその一つである。そしてそれに伴って，危機感と切実さに裏打ちされた奥深い概念が受け入
れ容易なものに変容し，その秘める発展の可能性が閉ざされて行く傾向がある。原因者負担原則を
拡充して世代継承責任につなげる作業についても同様の恐れがある。
この作業はついさきごろ始まったばかりであり，挑戦的な取り組みを期待する段階にある。手続
きの規格化などによってしくみを固定するまえに，先端的な挑戦を妨げない社会経済環境を形成す
ることを優先すべきであると考える。
（５）環境の持続確保と環境法
持続可能性の確保を目指す法的なしくみは未だ明確となってはいないが，ここまで述べてきた取
（45）	環境会計は，まだ実務的な取り組みが蓄積されつつある段階であり，発展途上にある。ただ，ライフサ
イクルという視点を導入すること，物質収支（マテリアルフロー）をカウントしてその制御を図ることと
いう二つの着眼点が注目に価する。これによって，企業の経営管理の質を高め，可能性を広げることがで
きる。
26
り組みや可能性を整理すると，表２のとおりである。
表２　持続可能性確保への取り組みの方向
課題群 基本的な概念 概念具体化への手がかり
不確実さを伴う選択 事前警戒原則 環境影響評価制度の質的充実リスク評価制度の確立　など
内在的価値の承認
（異なる価値の共存） 環境権（人権として）
生態系固有価値の承認
地域共同体の自己選択保障　など
世代間の衡平 世代継承責任
技術による選択可能性の拡充
事前警戒原則の導入
原因者負担原則の拡充　など
この表に示される基本的な概念は，実は不法行為論の限界を超える法的枠組み構築への挑戦でも
ある。述べてきたように，事前警戒原則は，故意・過失や因果関係についてその意味や解釈の見直
しを要請するし，環境権は，賠償されるべき損害や法律上保護されるべき利益が，特定の価値観に
基づいたものではないかという異議申立てを提起する。また，世代継承責任は，法制度が前提とし
ている権利義務関係そのものについて，その倫理的な基盤の吟味を迫るのである。
さて，最後に，環境の持続確保問題と環境法との関係を見ておきたい。その関係は，表１（２
（４）に掲載）と表２とを比較することによって明らかとなる。
二つの表を比較すると，次のことが言える。
・環境法の拡大を要請する問題群と，持続可能性確保のための課題群とは，相当程度重複する。
・問題や課題に取り組むために必要とされる原則や概念は，持続可能性確保のためのもののほうが，
より根源的な価値の見直しを必要とするものとなっている。
・原則や概念を具体化し，制度やしくみとして構築する取り組みについては，環境法の拡大要請に
おける対応が先行している。
・環境法の拡大要請への対応も，持続可能性確保のための挑戦も，そのための行動規範を確立する
ために環境倫理をめぐる議論に直面し，いずれも法的な構造の改革や見直しを迫る契機となって
いる。
このように，環境法の拡大と持続可能性の確保とは，相互に政策が交錯し，制度的に影響し合い
つつ，取り組みの進展が図られてきたのである。
また，ここまでの議論を振り返ると，公害問題から始まる環境法の系譜に関して，
・公害問題を背景に不法行為論を基盤にして構築された環境法は，その限界に直面し，また，環境
問題の広がりへの対応を迫られて，その構造が変容するとともに，その変容は，持続可能性確保
という新たな問題に取り組むための制度構築と，法政策的な方向と課題とを共有するに至ってい
ること
・一方で，環境問題の拡大も持続可能性という課題も，問題の対応において公害問題と断絶するこ
とはなく，また不法行為論は，その限界を含めて，依然として権利構造の見直しや制度構築にお
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いて立ち返るべき法的な基盤であること
・問題への対応においてルールの果たすべき機能が，環境影響の調整から，環境質の制御へと変化
しつつあること
がわかる。
つまり，公害問題をベースにした環境法は，いまなお環境政策を構築するうえでの源泉であり，
その役割は揺らいでいない。なぜならば，環境法は，公害という従来の法的枠組みでは対応できな
い問題の出現とその重さ，そしてその問題を民事的に解決していかなければならなかった切実な要
請を原動力として発達してきたからである。その特徴は，環境問題の広がりや持続可能性確保とい
う新たな課題への取り組みにおいても受け継がれ，変容と拡大を遂げながらも，法の可能性と限界
が試される分野として発展の途上にある。
４　環境制御に向けた法的アプローチ
ここまでの議論で，環境法の構造とその変容を規定している枠組みが明らかとなった。残された
課題は，これからの環境法の方向を解明することである。
その展望を得るためには，幅広い環境問題に即して，社会的コンフリクトの実相や，法制度が機
能する実態を調査・分析しなければならない。いまその準備はないし，法的視点からのアプローチ
が有効かどうかも不明である。実際，持続可能性の確立についての考察（主として３での議論）は，
既に法学的枠組みを逸脱しているかも知れない。
だが，ここまでの議論で浮き彫りとなったのは，環境問題に対応するのではなく，環境を制御す
るルールの必要性である。問題が生じることの防止を超えて，環境質を社会的にコントロールする
ことが政策的な課題となった。持続可能性の確保はその重要な一歩であるが，より積極的に良好な
環境を形成することのできる社会秩序を構築しなければならないのである。そのためのルールやし
くみが求められている。
ここでは，不完全なかたちではあるが，環境制御に向けて，今後環境法に要請される制度的な視
点と法的課題を三つ述べておきたい。
ⅰ）権利論アプローチ
権利論アプローチとは，自然資源の汚染・劣化がすすむのは，土地所有権の優越などの権利構造
に起因するとし，その構造の変革ないし再構築によって環境問題解決の方向を探ろうとするアプロ
ーチである。この考え方は，法学のみならず経済学，社会学などにおいても採用されて，環境問題
と法体系や社会制度との関係を問う，本質的な問題提起がなされてきている。そして当然のことな
がら，権利構造のなかに世代継承責任を組み込むこともその射程に入る。また，前述した自然物の
権利（２（４）参照）や環境権（３（３）参照）の主張も，権利構造の変革による問題解決アプロ
ーチの一つと考えてよい。
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権利論アプローチの代表的な例は，ミシャン（Edward	J.	Mishan，1917–）の提案である（46）。彼
は，騒音，交通混雑，森林破壊，スプロールなどによって市民生活が圧迫されているのは，所有権
の行使等に伴う有害な効果があらかじめ費用として計上されていないからだと主張し，その効果に
対抗するべく，人々が生活の質的な豊かさ（アメニティ（amenity），経済的な豊かさではないこと
に注意）が不当に侵害されないための法的な権利（アメニティ・ライト（amenity	right））を創設
すべきだと提案した。そして，このような権利の創設による権利構造の変更が実現すれば，アメニ
ティ・ライトを保護することによって社会的な衡平を確保することができ，また，たとえばアメニ
ティ・ライトの侵害に対して補償義務を負うことによって，有害な効果についての費用負担を回避
することによる過剰生産を抑制できるなど，資源配分の歪みも改善できるとした。
一般に，有害な効果が負担なしに生じる弊害に対しては，外部不経済の内部化（47）が有効な対応
策であるとされる。現在の環境政策，特に経済的手法による政策の理論的な背景はこの考え方であ
る。一方，このミシャンの提案は，権利関係に着目し社会構造に焦点を当てることによって，環境
問題をより根源的に解決できる可能性がある。なぜならば，経済合理性だけでなく社会的な公平性
を実現できること（48），アメニティのような多様な価値を守ることのできるしくみであること，法
的な枠組みの独自機能を活用できること（49）などの特徴を有するからである。
このように，ミシャンに代表される権利論アプローチは，環境を制御するしくみとして多くの可
能性を秘めている。
ⅱ）森林，農地，水循環などの保全制度
環境の健全さは，森林，農地，水循環などの機能によって支えられている。このうち，森林や農
地は，林業，農業などの産業活動の基盤としてその保全・活用が図られてきた。また，水循環など
については，主として治水・利水の観点から管理されてきた。しかし，森林や農地に求められる環
境機能と産業活動の必要性とのあいだにはズレがあるほか，日本では林業や農業の衰退によってそ
（46）	エドワード・Ｊ・ミシャン『経済成長の代価』（1971年，岩浪書店，原著は1969年出版）。なお，ミシ
ャンの提案についての経済学的な意義については，寺西・鄭（2001）「環境問題への権利論アプローチの
意義と課題	–DalesとMishanの比較を中心に—」（『一橋論叢』vol.126，no.6）が参考となる。
（47）	外部不経済の内部化とは，経済活動に伴う環境負荷などにおいて，その影響について負担がなされてい
ないため市場において価格調整メカニズムが適切に機能しない場合に，負担を求めることによって市場機
能の適正化を図ることをいう。
（48）	ミシャンは，アメニティへの侵害は社会的弱者に対して集中していて，その改善こそが重要であると主
張した。このような公平問題は，外部不経済の内部化によっては解決できないと考える。
（49）	法制度が果たす社会的な機能は多面的であるが，ここで期待されるのは，法の自治的機能である。これ
は，自主的にインフォーマルな社会規範や合意を形成し，問題を自律的に処理する機能で，私的な調整に
よって秩序を維持する働きである。取引が効率性を実現するのに対して，法制度は，正義や平等（その意
味については効率性ほど明確ではないが）を実現できるとされている。（たとえば，田中成明『法理学講
義』（1994年，有斐閣）を参照）
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の環境保全能力も衰えつつあるし，国際的には林業や農業の工業的生産方式の拡大強化が森林や農
地の環境機能を破壊しつつある。また，水循環に関しては，水利用だけでなく，水の持つ環境機能
を保全すること（水質保全はその一つ）が大事になっている。
これらの要請に応えるには，土地や水に関する制度について，現在の利用を基軸にした制度を転
換し，環境機能の保全，ひいては生態系の保全を図るしくみを基盤に，そのもとで利用を制御する
というシステムを構築することが有効である（50）。
さらには，このような考え方は，都市環境の保全についても適用できる。都市環境の保全のため
には所有権の制限が必要であるが，それについては現在，相隣関係と受益負担関係をもとにしくみ
が構築されている。しかし，都市環境を保全するうえではそれらは十分に機能しているとは言い難
い。土地や水の機能保全，さらにはアメニティ確保という視点から，土地所有権に内在している制
約を具体的に顕在化するべく，各地域共同体が土地利用のルールを形成・運用することによって，
土地利用や都市計画のシステムのなかに都市環境という価値を保全する機能を組み込むことができ
るはずである（51）。
環境政策の手法を分類するときに，その一つとして土地利用規制があげられることが多いが，そ
れは土地の用途や利用形態を定めること，つまり単なるゾーニングである。そうではなく，地域特
性に応じた土地利用ルールを形成することのできるしくみを構築することが課題なのである。
ⅲ）生態系原則のルール化
環境問題を議論するときにエコロジーの思想が主張されることがある。その考え方は明確ではな
いし，評価も多様である。しかし，そこで主張されている論理を経済システムと対比することによ
って，空気や水のような自然のシステムを維持するために必要な視点を明確にし，経済システムを
支える論理とのあいだに緊張関係を保ち，地球環境や地域社会の健全さを確保するための拠り所と
なる可能性を秘めている。
そのような考察の先駆者は，玉野井芳郎であった（たとえば，『エコノミーとエコロジー』（1979
年，みすず書房）における分析と問題提起はいまなお新鮮である）。その思想はエントロピー経済
学（52）や地域主義のかたちで展開されているが，そのひそみに倣い，経済システムとの対比によっ
てエコロジー思想を支えている論理のようなものを抽出してみた。その論理を仮に生態系原則とす
れば，次のとおりである。
（50）	長谷部俊治（2010）「水環境を保全するための制度構築の方向」（『環境をめぐる公共圏のダイナミズム
　論文集（Ⅴ）』（法政大学科研費プロジェクト「公共圏と規範理論」）所収）に，その試みを述べておい
た。
（51）	その理論的な考察として，長谷部俊治（2010）「都市環境の保全をめぐる法的規範問題	—私権制限はど
こまで許されるか—」（『環境をめぐる公共圏のダイナミズム　論文集（Ⅴ）』（法政大学科研費プロジェク
ト「公共圏と規範理論」）所収）を参照。
（52）	たとえば，槌田敦『資源物理学入門』（1982年，NHKブックス）
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・適正規模：経済活動においては成長が豊かさをもたらすが，生態系は閉鎖された循環系であるか
ら，適正規模の維持が重要である。相互連関の網の目とフィードバック機能が生態系の規模を制
約し，規模を保つ収束力となる。大きいこと善ならず，である。
・適応：経済活動の原動力は競争であるが，生態系においてそれに相当するのは適応である。自ら
を情況にあわせる柔軟性が不可欠で，適応によって「住み分け」が実現し，多様性の維持が可能
となる。強者と弱者は相互に支えあう関係にあるのである。
・固有性：経済の効率性は規格化によって向上するが，生態系で重視されるのは固有性である。生
態系がその強靭さを維持することができるのは，構成員それぞれの特性が十分に発揮されるから
であり，希少種の保護や湿地その他の脆弱な環境の保全が強調されるのはそれゆえである。
・均衡：近代社会をリードした理念は進歩への意思であろう。だが，生態系を支える原則は均衡の
尊重である。生態系では，自己修復力により均衡が維持され，そのなかで自律的な組織化を果た
す。一方向に一方的に進むことは危険で，カウンターバランスを失わないことが重要である。
・全体性：経済的な政策は，境界条件を定めて経済主体の行動を予測するというような，分析的な
アプローチが一般的である。それに対して，生態系はフィードバック機構が強力に作用するので，
現象を切り分けないでその全体を捉えて考察するアプローチが必要である。生態系に働きかける
場合には，全体性をより尊重しなければならない。
これを整理すれば，表３のようになる。
表３　エコノミーとエコロジ （ーシステム維持のための論理）
エコノミーの論理 エコロジーの論理
システムモデル 市場経済 生態系
管理目標 成長 適正規模
原動力 競争 適応
中心的運営手法 規格化 固有性
パフォーマンス評価 進歩 均衡
アプローチ手法 分析的 全体性
もとよりこれは仮説であり，今後十分な検証を必要とする。しかし，環境を制御するシステムの
構造そのものを問い直し，生態系を維持することのできるシステムを構築するには，その論理に即
した制度の構築，つまり生態系原則のルール化が必要であると考える。
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